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急がれる事業承継への対応

後継者不在に伴う休廃業・解散が増加

全国の事業者の休廃業・解散件数は近年増加傾向に
あり、2022年には49,625件となりました（図表1）。コロナ
影響もありますが、このうち3分の2は、代表者の年齢が
70歳代以上（判明分）となっています。
また、中小企業庁は、2025年までに70歳を超える中小

企業等の経営者が約250万人、このうち127万人が後継
者未定であると試算しており、後継者不在を主因とした休
廃業・解散は今後も増加が見込まれています。

図表1 全国の事業者の休廃業・解散件数（全国）

広島県内企業の後継者不在率は、2014年時点の75.2％（全国2位）から2022年には59.0％（同21位）に改
善しています（図表2）。ただし、建設業（70.4％）のように後継者不在率が依然として高い業種もあり、事業承継
の動きをさらに加速する必要があります。
因みに、中小企業庁によれば、事業承継を実施した企業の約6割が、承継を機に新製品・新サービスの開発

や提供、設備の新設・更新といった事業の再構築に取り組んでおり、こうした企業の売上高成長率は同業種平
均を上回って上昇しています（図表3） 。
このように、事業承継は単に技術やノウハウの承継や雇用の維持にとどまらず、新しい取り組みを通じて企業の

稼ぐ力を高める効果も期待でき、地域経済の活性化を考える上でも重要とみられます。

図表2 広島県の後継者不在率（業種別）

（資料）帝国データバンク「広島県 後継者不在に関する
企業の実態調査（2022年）」より当部作成

事業承継で稼ぐ力を高める効果も

図表3 事業承継実施企業の承継後の売上高成長率
（同業種平均値との差分）

（資料）中小企業庁「2023年版 中小企業白書」より当部作成
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（資料）中小企業庁「2023年版 中小企業白書」より当部作成

団塊世代（1947～1950年の第一次ベビーブーム期に生まれた世代）がすべて75歳以上となる「2025年問題」
は、医療や年金等の問題に止まらず、企業の事業継続の面でも大きな課題となっています。
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